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政府は２１日、高市早苗政権で初と

なる総合経済対策を閣議決定した。減

税などの効果を含めた２１兆３０００億円

規模で、石破政権時（２４年度）の１３・９

兆円を上回った。石破政権時代より物

価上昇圧力が強まっていたことから、よ

り大規模な支援が必要と判断されたよ

うだ。 

高市政権は「積極財政」を掲げてお

り、防災、危機管理、成長投資に重点

を置いた大型対策を打ち出した。特に

ＡＩ、半導体、宇宙、海底ケーブルなど

１７の戦略分野への投資が拡大されて

いる。ガソリン税の暫定税率廃止や「年

収の壁」など税制面での支援も加わり、

規模が膨らんだ。大規模対策は、高市

政権が掲げる「積極財政」を裏づける

ものだが、市場では裏腹に財政悪化を

懸念する声は少なくない。 

経済対策の裏づけとなる２５年度補

正予算の一般会計歳出は１７兆７０００

億円程度で、国費ベースでみると、物

価対策に１１兆７０００億円、危機管理

投資に７兆２０００億円、防衛・外交力の

強化に１兆７０００億円を計上。民間資

金も含めた事業規模は過去最大の４２

兆８０００億円となる。 

主要柱（国費ベースの配分）は物価

高対策で１１・７兆円。危機管理投資に

７.２兆円、予備費が７０００億円で、年内

の成立を目指す。税収の上振れなど

があった場合、その足りない分は国債

を増発する見通しだ。今後、もし国債

発行が増え続けた場合、需給バランス

が崩れて、国債価格が下落（利回りは

上昇）する可能性がある。その結果、

長期金利が上昇し、企業の借り入れ金

利や住宅ローン金利も上昇して、景気
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高市政権初の経済対策は２１.３兆円 
 政府は２１日、高市早苗政権で初と

なる総合経済対策を閣議決定した。減

税などの効果を含めた２１兆３０００億円

規模で、石破政権時（２４年度）の１３兆

９０００億円を上回った。石破政権の時よ

りも物価上昇圧力が強まっていたことも

あり、高市首相は、より大規模な支援が

必要との判断があったようだ。 
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■ジャンル：国際（主にアジア） 国内 政治 経済 金融 環境 気候変動 クリーンエネルギー 建設 

鉄鋼 製造 通信 スマートシティ 住宅・不動産 物流 テクノロジー 先端技術 外務省、国土交通省、

経済産業省、国際協力機構（JICA）、ジェトロ、経済団体 オピニオン 

 
 

■購読料：２０,０００円（年間）消費税込み 
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